
減収企業の割合（前年同月比）
（東京商工リサーチ アンケート調査）

○減収の中小企業の割合は、大企業よりも高位で推移。
○11月以降再び悪化傾向にあり、中小企業の経営環境は、
依然として厳しい。

休廃業・解散、倒産件数
（2019,2020年）

○各種支援の効果により、倒産件数は低位で推移。
○他方で、休廃業・解散件数は、昨年同期と比較し
て増加。

○大企業と中小企業の労働生産性格差は
拡大。
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業種別・規模別労働生産性
（財務省「法人企業統計」）

大企業製造業:1,238万円

大企業非製造業:1,363万円

中小製造業:535万円

中小非製造業:534万円
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業種別・規模別労働生産性

○製造業や情報通信業では、従業員規模
が大きいほど生産性が高い。
○小売業や飲食サービス業は、規模が大きく
なっても生産性は大きくは変わらない。 人口密度区分別の労働生産性

○小売業やサービス業の生産性は、地域の
人口密度（需要）に依存。

一人当たり名目付加価値額（労働生産性）上昇率と
その変動要因（中小製造業）

○中小製造業では、取引先への価格転嫁が進
まず、労働生産性の伸び率が低迷。
○非製造業でも、コスト変動を「概ね価格転嫁
できた」と回答した企業は、2割以下に留まる。

出典：内閣府「地域の経済2015」
（年度）

第２章 中小企業の生産性分析

第１章 新型コロナウイルス感染症の中小企業・小規模事業者に与える影響
中小企業政策審議会 基本問題小委員会 制度設計ワーキンググループ 中間報告書案概要
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業況判断DI (「良い」-「悪い」･％ポイント)

○中小企業の業種別の業況は、バラつきはあるが総じて悪い。
○特に、宿泊・飲食サービス業の業況が厳しい。

出典：東京商工リサーチ「新型コロナウイルスに関するアンケート調査を基に作成 出典：日本銀行「全国短期経済観測調査」を基に作成 出典：東京商工リサーチ「2020年「休廃業・解散企業」動向調査」を基に作成

出典：財務省「法人企業統計調査」
出典：総務省・経済産業省

「平成28年度経済センサス-活動調査-」 再編加工」
出典：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、「企業物価指数」、

財務省「法人企業統計年報」を基に作成
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第４章 今後の中小企業政策の方向性

【地域資源型】地域資源の活用等により付加価値の高いビジネスを展開
地域資源等を活用、良いモノ・サービスを高く提供し、付加価値向上を実現

【サプライチェーン型】サプライチェーンの中核ポジションを確保
独自技術を用いて、サプライチェーンの中で活躍し、生産性向上を実現

【地域コミュニティ型】地域の生活・コミュニティを下支え
地域の課題解決と暮らしの実需に応えるサービス提供

【グローバル型】グローバル展開などにより地域の中核企業に成長
事業規模を拡大しながら中堅企業に成長、高い生産性を実現

第３章 既存の中小企業支援策の効果検証
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資料：（株）東京商工リサーチ「中小企業の付加価値向上に関するアンケート」（製造業・非製造業）
みずほ情報総研（株）「地域における小規模事業者の事業活動等に関する調査」（小規模事業者）

目指す姿の類型

生産性

地域資源型

サプライチェーン型

地域コミュニティ型

グローバル型

規模

中堅企業に成長し、
海外での競争を目
指す中小企業

持続的成長を志向し地方創生
を支える中小・小規模事業者

類型別成長のイメージ

（１）中小企業の類型（中小企業に期待される役割・機能を4つの類型に分類し、類型ごとに成長や支援のあり方を検討整理）
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○ものづくり補助金は、規模の小さい企業も利用しており、
規模の小さい企業群を中心に、売上高伸び率や従業
員数増にプラスの効果が確認された。
（例 従業員数５人以下の企業で、採択から6年後に、
売上高伸び率で26.1%、従業員数で0.703人プラス
の効果）

○サポイン事業は、比較的規模の大きい中小企業が利用
しており、採択から6～8年後に、毎年の売上高で20億
円程度プラスの効果があることが確認されている。

ものづくり補助金の効果分析 サポイン事業の効果分析



１．地域の需給バランスを踏まえた持続可能な経済圏の形成
【地域コミュニティ型】

○グランドデザイン策定(需給バランス)、自治体連携型支援
・地域の持続的発展のための中小商業者等の機能活性化（地域商業機能複合化推進
事業）
・基礎自治体等が策定した産業振興戦略の後押し（自治体連携型補助金）

２．地域資源等を活かした域外需要の取り込み【地域資源型】
○地域資源の魅力向上、海外展開支援 等
・新事業創出支援（ビジネスプランの作成から商品開発・販路開拓まで伴走支援）
・海外展開を含む販路開拓支援（中小機構の伴走支援、Japanブランド育成）

３．小規模事業者への支援
○小規模事業者の範囲拡大の妥当性についての検証
・特定の業種についての範囲拡大（政令による弾力化）の妥当性について検証したところ、
基準の全てを満たす業種は無かったが、今後も継続的に検証を行い、小規模事業者の意
義・役割に配慮して政策を推進していく

１．中堅企業への規模拡大促進
○規模拡大の可能性が高い企業群への重点的支援
・中小企業の事業・規模拡大を支援する法律について、新たな支援対象類型を創設し、
併せて、事業・規模拡大に資する一定の補助金や金融支援の支援対象を見直し

２．M&Aによる成長・規模拡大
○M&Aの促進
・経営資源の集約化に資する税制の創設
・集約化手続き（所在不明株主からの株式買取り）に必要な期間の短縮

３．海外展開支援の強化
○日本公庫による海外子会社への直接融資（2021年1月開始）の強化
・対象国・地域（現在はタイ、ベトナム､香港）の拡大

○中小機構によるファンドへの出資を通じた海外展開支援
・出資先の海外子会社の販路開拓・組織管理体制整備の支援

（３）グローバル型・サプライチェーン型企業の目指す方向性
と支援のあり方

（２）地域資源型・地域コミュニティ型企業の目指す方向性と
支援のあり方

① 大企業と中小企業の共存共栄
○大企業と中小企業の連携促進
・「パートナーシップ構築宣言」の拡大

○大企業と中小企業との取引の適正化（下請振興法の見直し）
・下請振興法の取引類型として、他者（顧客）に提供するサービスの一部を構成する
サービスの委託等(フリーランス等の個人事業主に対して委託する取引を含む)を追加
・親事業者による発注書面の交付の促進、国による調査の規定の創設（下請Gメンの調
査に法的位置づけを付与）
・新たな取引機会の創出や受託内容・プロセスの最適化などにより、下請中小企業の
利益確保に資する事業を行う事業者への支援

② 事業継続力強化（レジリエンス）
○サプライチェーンで連携したBCP策定促進
・中小企業と連携してBCPを策定する中堅企業への支援強化（金融支援等）

○ハザードマップの周知
・発生が想定される自然災害について、中小企業に向けた地方自治体等による
周知を促進

第４章 今後の中小企業政策の方向性

（４）共通基盤の整備
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○事業規模が拡大すると、資本金と従業員
数が共に拡大するのが自然。しかし、従業
員規模が大きい一方で、資本金が小さ
い企業が存在。

○中堅企業へ規模拡大する企業のうち、
①資本金を増加、②その後、従業員
を増加させるというパスを通って規模を
拡大する企業が大半。

300人 500人

規模拡大パスに位置
する企業群

・雇用の伸び率 7%
・生産性 1,092万円3億円

通常の規模拡大パスから
外れる企業群*

・雇用の伸び率 -6%
・生産性 529万円

○規模拡大促進策については、資本金基準によらない新
たな支援対象類型を創設。規模拡大パスに位置する
企業群は、雇用の伸び率が高く、更なる規模拡大も
期待。

※数字は、2011年、2012年、2013年の各年において、
中堅企業となった企業の割合
（東京商工リサーチデータベース）

※雇用の伸び率：2012年と2016年の比較（平成24年・28年経済センサス-活動調査 再編加工）
※生産性：2016年の値（中小製造業等の平均は620万円）（平成28年経済センサス-活動調査 再編加工）
※2012から16年にかけて規模拡大した企業：2012年に当該領域に属した企業のうち、2016年までに別の領域に

移動した企業の割合（企業活動基本調査 再編加工）

出典：「平成28年経済センサス-活動調査」再編加工

第４章 今後の中小企業政策の方向性

第５章 その他（NPO法人等の多様な主体の中小企業政策への位置づけ）

中小企業から中堅企業への規模拡大パス
（製造業等）

資本金規模と従業員規模の分布
（2016年、製造業）

資本金・従業員規模別の分析
（製造業等）

（参考）中小企業の規模拡大パスの分析
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○NPO法人等の各主体は、地域を支える面や所得
に貢献する面などで中小企業と同様の機能を発
揮している可能性があり、災害支援などの一部の
中小企業施策の対象に含まれている。

○他方で、営利を目的とした事業者と同様に扱うこと
は困難な場合もあり、中小企業政策への位置づ
けについては、引き続き、各組織役割や各支援の
目的を踏まえて施策毎に判断することが適切。

多様な主体と中小企業支援毎の対象

※：法人税法の収益事業を行う場合（認定特定
非営利活動法人は除外）は対象。

（注）組織形態に着目した他の支援措置
（社会福祉法人：福祉医療機構の融資、
農業：日本公庫（農林事業）の融資）

があることに留意。
上記のほか、各種組合も存在。

2012年から16年
にかけて13%が規
模拡大

* 一般的な規模拡大パスから外れており、
経営基盤が比較的安定している。

2012年から16年にかけて
2%が規模拡大
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